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はじめに

北海道教育委員会では、平成18年８月に策定した「新たな高校教育に関する指針」

（以下「旧指針」という。）に基づき、「公立高等学校配置計画」（以下「配置計画」

という。）を毎年度策定し、募集定員の調整や学校の再編などを行うとともに、総合

学科や単位制、中高一貫教育などの多様なタイプの高校を多くの通学区域に設置・導

入するなど、特色ある高校づくりを進めてきました。

また、地理的状況等から再編が困難であり、かつ地元からの進学率の高い高校であ

る地域キャンパス校に対して、遠隔システム*1 を導入するなどして、その教育環境

の充実を図ってきました。

こうした中、広域分散型の本道において、人口減少社会への対応や地方創生の観点

から地域の教育機能を確保することは重要であること、時代の進展や生徒の幅広い学

習ニーズに対応した多様なタイプの高校の在り方について検討が必要であることなど

から、地域キャンパス校の在り方をはじめ、旧指針の検証を行った結果、多様なタイ

プの高校などに関して「活力と魅力のある高校づくり」、職業学科*2 の在り方などに

関して「経済社会の発展に寄与する人材を育む高校づくり」、地域キャンパス校の在

り方などに関して「地域とつながる高校づくり」の３つの視点に基づき、新しい指針

「これからの高校づくりに関する指針」を策定することとしました。

第１章 基本的な考え方

１ 指針の趣旨等

(1) 指針の趣旨

本指針は、近年のグローバル化や情報化の進展などの社会の急速な変化や、生徒の

興味・関心、進路希望等の多様化、中学校卒業者数の減少など高校を取り巻く環境の

変化に対応し、未来を担う人材を育む教育機能の維持向上を図るため、これからの高

校づくりに当たっての基本的な考え方と具体的な施策を示すものです。

なお、北海道教育推進計画を踏まえて策定するものです。

(2) 指針の適用等

平成33年度以降の配置計画から適用することとしますが、地域連携特例校*3の取扱

いなど、実施可能な施策については平成30年度から実施します。

また、北海道教育推進計画の実施期間の最終年に、成果と課題の検証を行うととも
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に、教育環境の変化や地域の教育課題等に的確に対応するため、国の施策の動向や時

代の要請等を踏まえ、必要に応じて見直しを図ります。

２ 公立高校の配置

(1) 現状と課題

ア 取組の現状

本道における公立高校の配置について、道教委では、これまで旧指針に基づき、

毎年度、配置計画を策定して、適切な高校配置に努めてきたところであり、高校進

学希望者数に見合った定員を確保することを基本として、募集定員の調整や学校の

再編などを行うとともに、総合学科の設置、単位制、普通科フィールド制、中高一

貫教育の導入など多様なタイプの高校づくりに取り組むほか、地域の教育機能の維

持向上のため、地域キャンパス校の導入などを進めてきました。

＜平成29年度の公立高校設置状況＞

イ 中学校卒業者数の状況

本道の中学校卒業者数は昭和63年の92,222人をピークに減少が続き、平成29年に

はピーク時の半数を割り込む45,689人となっています。

今後においても、中学校卒業者数は減少を続け、平成37年には平成29年よりも約

6,000人少ない約39,700人まで減少する見込みです。

＜北海道における中学校卒業者数の推移＞ ※平成30年以降は推計値
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【公立高校数】 【多様なタイプの高校数（全日制）】
合計 (うち道立) (うち市町村立) 合計 (うち道立) (うち市町村立)

全日制課程 224校 201校 23校 総合学科 16校 15校 1校
定時制課程 42校 33校 9校 単位制 29校 27校 2校
通信制課程 1校 1校 0校 普通科フィールド制 7校 6校 1校

中高一貫(連携型) 8地域 6地域 2地域
中高一貫(一体型) 2校 1校 1校

【地域キャンパス校の導入校数】
地域キャンパス校 19校 　※全て道立高校

※全日制課程の高校数には

　中等教育学校を含む
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ウ 課題

高校教育においては、幅広い知識や教養を身に付け、豊かな人間性や社会性を培

うことが大切であり、各高校において、社会で生きていくために必要となる力を共

通して身に付ける観点と、一人一人の生徒の進路に応じた多様な可能性を伸ばす観

点を軸としつつ、育成を目指す資質・能力を明確にし、それらを教育課程を通じて

育んでいくことが重要とされています。

こうしたことから、今後も中学校卒業者数の減少が見込まれ、高校の募集定員の

削減が避けられない状況の中、一定規模の生徒及び教職員の集団による活力ある教

育活動の展開や生徒の学習ニーズに応える多様で柔軟な教育課程の編成が可能とな

るよう、引き続き、学校の再編などにより、望ましい学校規模の維持に努める必要

があります。

一方、広域分散型の本道において、近隣の高校との再編が困難な地域にあって、

望ましい学校規模を下回る高校が多数あることから、今後とも、こうした高校の教

育環境の充実に向けた取組を進める必要があります。

さらに、人口減少社会への対応や地方創生の観点からも、地域における教育機会

の確保や教育機能の維持向上が重要であり、ＩＣＴの実践的な活用が拡大している

といった教育環境の変化も踏まえ、高校の配置が地域に与える影響、高校に対する

地域の期待や取組なども十分勘案しながら、適切な高校配置に努める必要がありま

す。

(2) 配置の基本的な考え方

(1)のウに記載の課題を踏まえ、高校進学希望者数に見合った定員を確保するとと

もに、教育水準の維持向上と教育の機会均等を図る観点から、地域の実情等を考慮し

ながら、適切な高校配置を進めます。

ア 全日制課程

全日制課程については、一定規模の生徒及び教職員の集団を維持し、活力ある教

育活動を展開する観点から、可能な限り１学年４～８学級の望ましい学校規模を維

持できるよう、再編整備などを進めます。

＜望ましい学校規模の利点＞

・多様な個性を持つ生徒と出会うことにより、お互いに切磋琢磨する機会が得られる

・生徒の学習ニーズに応える多様で柔軟な教育課程が編成できる

・より多くの教職員の指導により、多様な見方や考え方が学べる

・生徒会活動や部活動が活性化し充実する
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再編整備などに当たっては、今後の中学校卒業者数の状況を踏まえた上で、広域

な本道における都市部と郡部の違い、地域の実情や学校・学科の特性などを考慮し

ながら進めます。

(ｱ) 小規模校（第１学年３学級以下の高校）の取扱い

小規模校においては、限られた教員数の中で生徒一人一人に対するきめ細かな

指導を行うなど、小規模校の特性に応じた特色ある教育活動を展開していますが、

一方で、教育課程の編成において制約があることや生徒同士が切磋琢磨する機会

に乏しいことなどの課題もあります。

こうしたことから、第１学年３学級以下の高校については、原則として、再編

整備の対象とし、次のとおり取扱います。

ａ 第１学年３学級の高校

第１学年３学級の高校については、可能な限り望ましい学校規模となるよう近

隣の高校との再編を進めます。

ｂ 第１学年２学級以下の高校

第１学年２学級以下の高校については、原則として、

・通学区域における中学校卒業者数の状況

・学校規模

・募集定員に対する欠員の状況

・地元からの進学率

・通学区域における同一学科の配置状況

などを総合的に勘案し、順次、再編整備を進めます。

(a) 離島にある高校の取扱い

離島にある高校については、５月１日現在の第１学年の在籍者数が10人未満

となり、その後も生徒数の増が見込まれない場合は、再編整備を進めます。

(b) 地域連携特例校の取扱い

第１学年１学級の高校のうち、地理的状況等から再編が困難であり、かつ地

元からの進学率が高い高校（旧指針における地域キャンパス校）は地域連携特



*4 地域連携特例校についてはP17参照
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例校*4として、存続を図ります。

なお、５月１日現在の第１学年の在籍者数が20人未満となり、その後も生徒

数の増が見込まれない場合は、再編整備を進めます。

(c) 農業、水産、看護又は福祉に関する学科を置く高校の取扱い

第１学年１学級の高校のうち、農業、水産、看護又は福祉に関する学科を置

く高校については、５月１日現在の第１学年の在籍者数が20人未満となり、そ

の後も生徒数の増が見込まれない場合は、再編整備を進めます。

(d) 地域の取組を勘案した特例的取扱い

第１学年１学級の高校のうち、地域連携特例校及び農業、水産、看護又は福

祉に関する学科を置く高校については、地方創生に取り組む地域との連携のほ

か、地域において、本道の基幹産業である一次産業や安心な暮らしを支える医

療・福祉を担う人材を育成する観点から、所在市町村をはじめとした地域にお

ける、高校の教育機能の維持向上に向けた具体的取組とその効果を勘案した上

で、再編整備を留保します。

ただし、この場合にあっても、５月１日現在の第１学年の在籍者数が２年連

続して10人未満となった場合には、再編整備を進めます。

(ｲ) 複数学科設置校の取扱い

複数の学科を設置している高校については、中学校卒業者数の状況に応じて学

科の再編整備などを進めるほか、５月１日現在の第１学年全体で40人以上の欠員

があり、その後も生徒数の増が見込まれない場合においても、地域の実情や学校

・学科の特性などを考慮しながら、学科の再編整備などを進めます。

(ｳ) 都市部において複数の高校がある場合の取扱い

複数の高校が配置されている都市部においては、第１学年４学級以上の高校に

ついても、地域の実情などを踏まえながら、再編を進めます。

イ 定時制課程

定時制課程については、様々な入学動機を持つ生徒が学んでいますが、入学者数



*5 定時制課程における入学者数は、平成20年度で1,760人、平成23年度で1,571人、平成26年度で1,351人、平成29年度で1,086人とな

っている。
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は減少傾向*5 にあります。こうしたことから、今後の中学校卒業者数の状況など

を勘案し、次のとおり取り扱います。

(ｱ) 第１学年１学級の高校の取扱い

第１学年１学級の高校については、５月１日現在の第１学年の在籍者数が10人

未満となり、その後も生徒数の増が見込まれない場合は、再編整備を進めます。

(ｲ) 複数学科設置校の取扱い

複数の学科を設置している高校については、いずれかの学科において５月１日

現在の第１学年の在籍者数が10人未満となり、その後も生徒数の増が見込まれな

い場合は、学科の再編整備を進めます。

ウ 学級定員

学級定員については、「公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関す

る法律」（昭和36年法律第188号）に基づき、40人とします。

なお、引き続き、国からの加配を活用した少人数指導の充実に努めます。

エ 公立高校と私立高校の関係

私立高校は独自の建学精神と教育理念に基づき、特色ある教育活動を展開し、公

立高校とともに高校教育の充実に大きな役割を果たしています。

こうしたことから、私立高校所在学区にあっては、公立高校において、中学校卒

業者数の増減に応じ、私立高校の配置状況に配慮した定員調整を行うこととし、調

整に当たっては、公立高校と私立高校の定員比率を勘案するとともに、北海道公私

立高等学校協議会等において、私学関係者と協議を行います。

(3) 配置計画の策定

生徒の進路選択や将来を見据えた学校経営を考慮し、３年間の具体的な配置計画と

その後４年間の見通しを示した配置計画を毎年度策定します。

配置計画を策定した後、急激な中学校卒業者数の増減や生徒の進路動向に大きな変

動などが生じた場合は、必要に応じて配置計画の一部を変更します。

市町村立高校の配置等については、設置者である市町村と協議し、配置計画に反映

します。



*6 文型、理型等のように生徒が自己の特性、進路希望等に応じ、学習に計画性や継続性が持てるよう学校が独自に教科・科目を予め
配列したもの

*7 学習指導要領に示す科目以外に、各学校が独自に名称、目標、内容、単位数等を定めた科目
*8 人口５万人以上の市（平成28年11月に実施した「高校教育に関する意向調査」と同様）
*9 全道の中学生、高校生、小学生・中学生・高校の保護者、インターネット教育モニター 合計38,340人を対象に実施
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また、配置計画の策定に当たっては、各通学区域ごとに「地域別検討協議会」を開

催し、これまで以上に幅広く丁寧に意見を伺うほか、関係市町村とも十分に協議しま

す。

さらに、将来的に再編整備などの検討が必要な学校が所在する地域においては、関

係市町村に対して、できるだけ早期に必要な情報や検討すべき課題を示すなどして、

地域における協議を促進します。

なお、地元市町村から、高校を核とした地域振興や特色ある学校づくりを進めるた

め、道立高校から市町村立高校への移管の要望がある場合は、当該市町村と協議を進

めます。移管に当たっては、魅力ある高校づくりに向けた市町村の取組に必要な協力

を行います。

第２章 社会の変化や時代の要請に応える高校づくり

１ 活力と魅力のある高校づくり

社会の変化や生徒の多様な学習ニーズなどに対応するためには、特色ある高校づくり

を推進することは重要であり、学校や地域の実情に応じて、総合学科や単位制、中高一

貫教育などの多様なタイプの高校づくりを進めるほか、各高校において、地域の人材や

自然、産業などの教育資源を取り入れた教育活動を行うなど、地域の特性を生かした活

力と魅力のある高校づくりを進めることが大切です。

(1) 全日制課程

ア 普通科

普通科においては、類型*6 の設定や学校設定科目*7 の開設などにより、生徒の

興味・関心、進路希望等に対応する教育活動を推進しています。

現在、普通科を設置している高校は、道立が146校（中等教育学校を含む。）、市

町村立が14校となっています。

入学者選抜における最近５年間の当初出願倍率は、1.04倍から1.06倍で推移して

います。平成29年度は1.05倍となっており、特に都市部の高校*8では1.16倍となっ

ています。

中・高校生やその保護者などを対象に平成28年11月に実施した「高校教育に関す

る意向調査」*9（以下「意向調査」という。）の結果では、「希望する学科」につい

て、中学生及びその保護者の半数以上が「普通科」と回答しており、平成17年12月



*10 全道の中学生、高校生、中学生・高校生の保護者、一般道民 合計65,956人を対象に実施
*11 中学生（前回調査54.9％、意向調査58.9％）、中学生の保護者（前回調査49.6％、意向調査55.2％)
*12 中学生（前回調査6.8％、意向調査7.0％）、中学生の保護者（前回調査2.8％、意向調査4.1％)
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に実施した調査*10（以下「前回調査」という。）の結果と比較してその割合が増加*11

しています。

普通科については、こうした状況や地域の実情などを踏まえ、適切な配置となる

よう検討します。

また、旧指針においては、普通科の特色づくりの取組として、普通科フィールド

制を道立高校６校と市立高校１校に導入しました。

普通科フィールド制については、ガイダンスの機能の充実や学校設定科目の開設

など、教育課程の充実に努めているものの、学校によっては開設科目数が限られて

いるといった課題もみられるため、生徒の多様な学習ニーズに応える観点から、総

合学科や単位制への移行など、制度の見直しを含めてその在り方を検討します。

イ 専門学科（理数科、体育科及び外国語等に関する学科）

専門学科のうち、理数科、体育科及び外国語等に関する学科においては、数学、

理科、体育、英語などについて深く学びたいという興味・関心を持った生徒に対し

て、専門性を高める教育活動を推進しています。

現在、理数に関する学科を５校、体育に関する学科を１校、外国語に関する学科

を２校に設置しています。また、市町村立には、理数英に関する学科を設置してい

る中等教育学校や工芸に関する学科を設置している高校があります。

入学者選抜における最近５年間の当初出願倍率は、1.07倍から1.51倍で推移して

います。平成29年度は1.07倍となっており、概ね全ての学科において定員を上回る

出願があります。

意向調査の結果では、「希望する学科」について、「専門学科（理数科、体育科、

外国語科、工芸科などの学科）」と回答した中学生及びその保護者の割合が、前回

調査の結果と比較して同程度である*12 ことや、スーパーサイエンスハイスクール

や教育課程研究指定校事業など、国の研究指定校として、先進的な教育活動に取り

組み、その成果を広く発信していることなどを踏まえながら、適切な配置となるよ

う検討します。

ウ 総合学科

総合学科では、普通教科から専門教科にわたって幅広く科目を開設し、生徒の興

味・関心、進路希望等に応じた教育活動を推進しています。

現在、総合学科を設置している高校は、道立が15校、市町村立が１校となってい



*13 人口１万人未満の市町村（意向調査と同様）
*14 中学生（前回調査9.5％、意向調査7.0％）、中学生の保護者（前回調査21.2％、意向調査18.5％)
*15 郡部の高校に在籍している高校生
*16 選択肢（２つまで選択可）
・将来の職業選択を視野に入れて普通科目から職業科目まで幅広く学習できる（郡部の中学生62.1％、郡部の高校生59.6％）
・自分の進路希望にあわせて、その分野を選択して学習できる（郡部の中学生56.7％、郡部の高校生58.2％）
・午前・午後・夜間などから好きな時間帯を選択して学習できる（郡部の中学生23.7％、郡部の高校生21.6％）
・コンピューターやインターネットなどを利用して、他の学校の先生や離れたところにいる先生の授業を受けながら学習できる
（郡部の中学生17.3％、郡部の高校生14.9％）
・高校と中学校が一緒に設置されていて、中学校から６年間一貫して学習できる（郡部の中学生12.1％、郡部の高校生8.7％）
・特にない（郡部の中学生8.2％、郡部の高校生11.5％）
・学年の区分がなく、自分で３年間の時間割を設定して学習できる（郡部の中学生6.9％、郡部の高校生10.3％）
・わからない（郡部の中学生6.0％、郡部の高校生5.5％）
・その他（郡部の中学生2.6％、郡部の高校生2.3％）
*17 総合学科設置校などに勤務する特定の分野についての専門的な知識又は技術を有する民間人の非常勤講師
*18 職業学科についてはP14参照
*19 定時制課程に在学している生徒が、自校あるいは他校の通信制課程で一部の科目の単位を取得した場合、卒業に必要な単位に含め
ることができる制度

*20 教育課程編成の工夫により、全日制課程と同様、３年間で卒業が可能となる制度
*21 入学者数の減少傾向については、P6の*5参照
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ます。

入学者選抜における最近５年間の当初出願倍率は、0.98倍から1.02倍で推移して

おり、平成29年度は0.98倍となっていますが、郡部*13 の高校では入学者数の減少

により小規模校化が進んでいます。

意向調査の結果では、「希望する学科」について、「総合学科」と回答した中学生

及びその保護者の割合が、前回調査の結果と比較して若干減少*14しています。

また、「希望する学習のしくみ」について、郡部の中学生及び高校生*15は、９つ

の選択肢のうち「将来の職業選択を視野に入れて普通科目から職業科目まで幅広く

学習できる」を最も多く選択*16しています。

総合学科は、幅広い選択科目から自分で科目を選択して学ぶことができることか

ら、小規模校となった場合でも、生徒の多様な学習ニーズや進路希望等に対応でき

るよう、国による教員の加算や民間非常勤講師*17 を活用するなどして、教育活動

の充実を図るとともに、地域の実情や学科の配置状況を踏まえながら、適切な配置

となるよう検討します。

(2) 定時制課程・通信制課程

ア 定時制課程

現在、定時制課程は、道立高校として、Ⅰ部（午前）、Ⅱ部（午後）、Ⅲ部（夜間）

の３部制のもと、普通科と商業に関する学科を併設している北海道有朋高等学校の

ほか、夜間定時制の普通科を22校、職業学科*18 を10校に設置しており、各学校に

おいては、定通併修制*19 や学校外における学修の単位認定などを活用した「３修

制*20」に取り組むなど、履修形態の多様化、弾力化に努めています。

このほかにも、市町村立高校として、３部制が１校、昼間定時制の普通科が１校、

職業学科が５校、夜間定時制の普通科が２校に設置されています。

定時制課程については、様々な入学動機を持つ生徒が学んでいますが、入学者数

は減少傾向*21 にあります。こうしたことから、今後の中学校卒業者数の状況など



*22 異なる設置者間でも実施可能で、中学校と高校が、教育課程の編成や教員・生徒間の交流等の連携を深める形態
*23 １つの学校として、６年間の教育を一体的に行う形態の学校
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を勘案し、地域の実情や学校・学科の配置状況を踏まえながら、適切な配置となる

よう検討します。

イ 通信制課程

現在、通信制課程は、北海道有朋高等学校に設置しており、生徒一人一人の多様

な学習ニーズに対応した教育活動を行っています。

通信制課程については、現状の配置を基本としながら、生徒の生活スタイル等に

応じた学習機会の確保やＩＣＴの活用なども含めた教育活動の充実に努めます。

(3) 特色ある学校

ア 中高一貫教育校

中高一貫教育校では、生徒や保護者が６年間の一貫教育も選択できるようにする

ことにより、中等教育の一層の多様化を推進しており、生徒一人一人の個性を重視

した教育活動に取り組んでいます。

(ｱ) 連携型中高一貫教育校

現在、連携型中高一貫教育*22 は、８つの地域で実施しており、中学校と高校

の教員による相互交流や乗り入れ授業、総合的な学習の時間の合同実施、６年間

を見通したキャリア教育の実施など、中学校と高校が連携した様々な教育活動に

取り組んでいます。

市町村において、道立高校と中学校（義務教育学校を含む。）との間での連携

型中高一貫教育の導入を新たに希望する場合、その導入に向けた協議を行います。

なお、連携高校の第１学年の学級数が１学級となった場合は、当該市町村と連

携の継続も含め在り方を協議します。

(ｲ) 一体型中高一貫教育校

現在、一体型中高一貫教育校*23 は、道立として北海道登別明日中等教育学校

を設置しており、札幌市立として市立札幌開成中等教育学校が設置されています。

北海道登別明日中等教育学校では、６年間を３期に分けた弾力的な教育課程を

編成するなど、特色ある教育活動を展開しており、生徒一人一人の個性や創造性

を重視した教育に取り組んでいます。

今後とも、こうした成果の発信・普及に努めるとともに、道外の設置状況等を



*24 同一の設置者による中学校と高校を接続する形態の学校
*25 普通科に導入した単位制及び専門学科に導入した単位制
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情報収集し、高校を設置している市町村などに対して必要な情報提供を行います。

(ｳ) 併設型中高一貫教育校

現在、併設型中高一貫教育校*24 は、道内の公立学校には設置されていません

が、今後とも、道外の設置状況等を情報収集し、高校を設置している市町村など

に対して必要な情報提供を行います。

イ 単位制高校

単位制*25 高校では、生徒の興味・関心や進路希望等に応じて、多様な選択科目

を開設するとともに、少人数指導や習熟度別指導、ティーム・ティーチングなどの

きめ細かな学習指導が行われています。

現在、全日制の道立高校27校に単位制を導入しており、市町村立高校でも２校に

導入されています。そのうち、専門学科については、根室市内の再編により新設し

た根室高校の商業科に平成29年度、初めて導入しました。なお、平成29年度に公表

した配置計画においては、平成30年度から平成32年度までに、新たに道立高校では

専門学科を含め３校、市町村立高校では１校に導入することとしています。

単位制については、生徒一人一人の興味・関心等に応じて、主体的に学習に取り

組むことが可能であることや、少人数によるきめ細かな学習指導を充実させること

ができることなどから、普通科のほか、専門学科においても学科の特性等を考慮し

ながら導入を検討します。

ウ 新たな特色ある高校

高校では、知識・技能の習得に加えて、思考力・判断力・表現力等の能力や、主

体的に学習に取り組む態度を育成し、「生きる力」、「確かな学力」を確実に育み、

その後の進路につなげていくことが重要です。

そのためには、生徒の学習意欲を喚起するとともに、義務教育段階の学習内容を

含め、基礎的・基本的な知識・技能の確実な定着を図ることが必要です。

各学校では、必要に応じて、義務教育段階の学習内容を確実に身に付けさせるた

め、必履修教科・科目について標準単位数を超えて配当したり、基礎的・基本的な

内容を扱う学校設定科目等を履修させた上で、必履修教科・科目を履修させたりす

るなど、生徒の実態等に応じた取組を行っています。

また、意向調査では、｢高校に望む教育｣について、高校生及びその保護者は６つ



*26 選択肢（２つまで選択可）
・理解が不十分な教科・科目の内容を基礎からわかりやすく学べる教育（高校生54.1％、保護者50.1％）
・大学などへの進学に対応するために、特に高い知識や技能を身に付けることができる教育（高校生50.4％、保護者47.2％）
・学んだことがそのまま就職や卒業後の生活に役立つような実践的な教育（高校生32.1％、保護者46.2％）
・普通教科の中から、特に興味・関心のある科目を自由に選んで学べる教育（高校生34.9％、保護者38.8％）
・わからない（高校生7.1％、保護者3.1％）
・その他（高校生3.7％、保護者2.9％）
・未回答（高校生1.8％、保護者0.4％）
*27 義務教育段階の学習内容が十分に定着していない生徒などを対象に、基礎的・基本的な学力を身に付けさせるとともに、社会的・
職業的自立に必要な基盤となる能力や態度などを養うことに重点を置いた教育課程を編成・実施している高校として、東京都で「エ
ンカレッジスクール」、神奈川県で「クリエイティブスクール」、大阪府で「エンパワメントスクール」が設置されている。こうした
高校においては、２人担任制、30分授業、習熟度別授業などの取組が行われており、中途退学者数の減少、進路決定率の向上などの
成果が見られている。

*28 生徒が様々なキャリア教育に関わる活動について、学習の状況を記録したりワークシートとして用いたりするノート
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の選択肢のうち「理解が不十分な教科・科目の内容を基礎からわかりやすく学べる

教育」を、最も多く選択*26 しており、充実した教育環境のもとで、生徒の多様な

学習ニーズを的確に把握しながら、効果的な指導を行う必要があります。

こうしたことから、生徒が自己の生き方を考えながら、「分かる喜び」や「学ぶ

意欲」を高めるため、義務教育段階の学習内容を含めた基礎的・基本的な知識・技

能の確実な定着を図るとともに、一人一人の社会的・職業的自立に向け必要な基盤

となる能力や態度を育む新たな特色ある高校づくりについて、他都府県の事例*27

なども参考にしながら検討します。

＜新たな特色ある高校の取組例＞

○ 基礎的・基本的な知識・技能の確実な定着に向けた取組

・学習習慣の定着に向けた指導（朝の10分学習など）

・個に応じた指導（習熟度別の少人数授業、ティーム・ティーチングなど）

・わかる授業（基礎的な内容に重点を置いた学校設定科目の開設、30分授業など）

１年生のある学級の時間割の例

○ 社会的・職業的自立に向け必要な基盤となる能力や態度の育成に向けた取組

・社会性の育成（介護体験、ボランティア、手話等の多様な体験学習など）

・勤労観・職業観の育成（社会人による進路講話、インターンシップなど）

・主体的に進路を選択する力の育成（キャリアノート*28の活用など）

前期（４月～７月） 中・後期（８月～３月）

金

0 10 朝の10分学習

1 30 30分授業（基礎国語）

30 30分授業（基礎数学）

2

校時 分 月 火 水 木

30 30分授業（基礎英語）

金

0 10 　朝の10分学習

1 30 　30分授業（国語総合）

30 　30分授業（数学Ⅰ）

2

校時 分 月 火 水 木

ＳＨＲ ＳＨＲ

※３校時以降は50分授業（記載省略）

30 　30分授業（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語基礎）

3 50503

学校設定科目
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(4) 教育諸条件等の整備

ア 道外からの入学者の受入れ

本道の基幹産業である農業や水産業を支える人材を育成する観点から、本道の自

然環境等の特色を生かし、全国的に高水準の教育実践を行っている高校の一部の学

科について、推薦入学者選抜において、道外からの生徒の出願が可能となるよう、

これまで改善を図ってきました。

現在、道外からの推薦による入学者の受入れ数については、定員の５％程度とし

ていますが、今後は、これまでの出願状況や合格状況等のほか、地域特性なども踏

まえながら、道外からの推薦による入学者の受入れの拡大について検討します。

イ 通学区域

生徒の学校選択幅を拡大するため、平成17年度の入学者選抜から、全日制課程の

普通科への就学に係る通学区域を55学区から26学区となるよう、さらに、平成21年

度の入学者選抜から石狩管内を１学区となるよう通学区域規則を改正したことによ

り、現在は19学区となっています。

今後とも、生徒の興味・関心、進路希望等に応じた学校選択が可能となるよう、

継続して生徒の進路動向等の把握に努めます。

なお、全日制課程のうち普通科以外の学科、定時制課程及び通信制課程への就学

に係る通学区域は、引き続き、道内全域とします。

ウ 修学に対する支援

修学の意志がありながら、経済的理由により修学が困難な生徒に対し、安心して

高校生活を送ることができるよう、「公立高等学校等生徒奨学金」の周知等に努め

ています。

また、高校の再編整備への対応として、生徒の通学の利便性を図るため、公共交

通機関に対し運行時間の調整等を要請するとともに、通学費及び下宿費の一部を補

助する「高等学校生徒遠距離通学費等補助制度」を平成20年度から実施しています。

当該補助制度については、実費負担からの控除額の引き下げや支払方法の改善を

図ってきており、今後とも、事業の実施状況等について把握しながら、適切な運用

に努めるとともに、社会情勢の変化や財政状況等を勘案し、必要に応じて見直しを

図ります。



*29 専門学科のうち、農業、工業、商業、水産、家庭、看護、福祉の職業に関する学科

*30 中学生（前回調査21.4％、意向調査15.9％）、中学生の保護者（前回調査21.1％、意向調査14.0％）
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２ 経済社会の発展に寄与する人材を育む高校づくり

職業学科*29 を設置する高校においては、本道産業の発展に寄与する有為な人材を育

成するため、時代の変化に対応した専門的な教育を行っており、地域産業の担い手の育

成にも重要な役割を果たしています。

こうしたことから、職業学科については、地域の関係機関、産業界等と連携を深め、

望ましい教育環境の下、実践的な教育活動を推進する必要があります。

現在、職業学科は、全日制、定時制合わせて70校に配置しており、公立高校の生徒全

体の約15％が職業学科で学んでいます。

一方、意向調査の結果では、「希望する学科」について、「職業学科」と回答した中学

生及びその保護者の割合は、前回調査の結果と比較して減少*30 しており、入学者選抜

においても職業学科全体の最近５年間の当初出願倍率は、0.97倍から1.05倍で推移し、

平成29年度は0.97倍となっています。

また、平成28年度卒業生（全日制課程）の進路状況は、大学・短大16.3％、専門学校

等23.9％、就職57.8％、その他2.0％で、そのうち、それぞれの学科に関連する分野へ

進学又は就職した生徒の割合は60.4％となっています。

職業学科については、学習指導要領に対応することはもとより、北海道産業教育審議

会からの答申等を踏まえるとともに、地域における学校・学科の配置状況、それぞれの

学科に関連する分野への進学及び就職の状況のほか、中学校卒業者の進路動向等を総合

的に勘案して、学科の配置を検討する必要があります。

なお、農業や工業などに関する学科を配置する高校について、校舎間の移動が比較的

容易な近隣の高校を再編する場合は、当該専門高校の産業教育施設や実習地などを有効

に活用することを検討します。

(1) 北海道の基幹産業を担う農業科・水産科

ア 農業に関する学科

農業に関する学科は、道立高校に、農業科、農業科学科、園芸科、園芸科学科、

園芸デザイン科、畜産科学科、酪農科学科、酪農経営科、食品科学科、農業土木工

学科、環境造園科、森林科学科、生活科学科、生産科学科、農業・生活科、生産環

境科学科、地域資源応用科の計17の小学科、また、市町村立高校の全日制に、アグ

リビジネス科、生産技術科、地域農業科、フードシステム科、食品ビジネス科の計

５の小学科があり、市町村立高校も含めて18校に配置しています。

農業は本道の基幹産業の一つであり、農業科配置校においては、農業経営者はも
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とより、大学や試験研究機関、地域産業界等と連携を深め、農業のグローバル化や

６次産業化など、農業を取り巻く産業構造の変化に対応しながら、農業の各分野に

関する基礎的・基本的な知識と技術を習得させるとともに、農業と社会の発展を図

る創造的な能力と実践的な態度を育むなどして、本道の農業や関連産業を担う人材

を育成する必要があります。

こうしたことから、農業に関する学科については、全道的な学校・学科の配置状

況などを踏まえながら適切な配置となるよう検討することとし、学級数を減ずる場

合等は、複数の学習内容に対応した学科に転換するなど、可能な限り生徒の学習選

択幅を確保するよう配慮します。

イ 水産に関する学科

水産に関する学科は、道立高校に海洋漁業科、海洋技術科、水産食品科、品質管

理流通科、栽培漁業科、機関工学科、情報通信科、海洋資源科の計８の小学科があ

り、３校に配置しています。

水産業は本道の基幹産業の一つであり、水産科配置校においては、水産業経営者

はもとより、大学や試験研究機関、地域産業界等と連携を深め、水産技術の高度化

や海洋環境問題、海洋性レクリエーションなど、海を取り巻く産業構造の変化に対

応しながら、水産や海洋の各分野に関する基礎的・基本的な知識と技術を習得させ

るとともに、水産業と社会の発展を図る創造的な能力と実践的な態度を育むなどし

て、本道の水産業や関連産業を担う人材を育成する必要があります。

こうしたことから、水産に関する学科については、３校それぞれの役割などを踏

まえながら適切な配置となるよう検討することとし、学級数を減ずる場合等は、複

数の学習内容に対応した学科に転換するなど、可能な限り生徒の学習選択幅を確保

するよう配慮します。

(2) 技術革新や経済構造の変化に対応する工業科・商業科

ア 工業に関する学科

工業に関する学科は、道立高校に、機械科、電子機械科、自動車科、電気科、電

気システム科、電気・建築科、情報技術科、建築科、建築システム科、土木科、建

設科、環境土木科、工業化学科、環境化学科、理数工学科の計15の小学科があり、

16校に配置しています。

工業科配置校においては、企業経営者はもとより、大学や試験研究機関、地域産

業界等と連携を深め、技術革新や環境負荷軽減技術など、工業を取り巻く環境の変

化に対応しながら、工業の各分野に関する基礎的・基本的な知識と技術を習得させ

るとともに、工業と社会の発展を図る創造的な能力と実践的な態度を育むなどして、



- 16 -

本道の工業を担う人材を育成する必要があります。

こうしたことから、工業に関する学科については、産業特性等の地域の実情に応

じて適切な配置となるよう検討することとし、学級数を減ずる場合等は、複数の学

科の学習内容に対応した学科に転換するなど、可能な限り生徒の学習選択幅を確保

するよう配慮します。

イ 商業に関する学科

商業に関する学科は、道立高校では、商業科、総合ビジネス科、グローバルビジ

ネス科、流通経済科、流通ビジネス科、国際経済科、国際流通科、国際ビジネス科、

会計科、会計ビジネス科、情報処理科、情報ビジネス科、事務情報科の計13の小学

科、また、市町村立高校の全日制では、商業科、会計ビジネス科、情報ビジネス科、

情報コミュニケーション科、未来商学科の計５の小学科があり、市町村立高校も含

めて31校に配置しています。

商業科配置校においては、企業経営者はもとより、大学や試験研究機関、地域産

業界等と連携を深め、経済のグローバル化や情報化、サービス化など、ビジネスを

取り巻く環境の変化に対応しながら、商業の各分野に関する基礎的・基本的な知識

と技術を習得させるとともに、商業と社会の発展を図る創造的な能力と実践的な態

度を育むなどして、本道の商業を担う人材を育成する必要があります。

こうしたことから、商業に関する学科については、産業特性等の地域の実情に応

じて適切な配置となるよう検討することとし、学級数を減ずる場合等は、複数の学

科の学習内容に対応した学科に転換するなど、可能な限り生徒の学習選択幅を確保

するよう配慮します。

(3) 生活や健康に関する社会的ニーズに対応する家庭科・看護科・福祉科

ア 家庭に関する学科

家庭に関する学科は、道立高校に、家政科、生活文化科、生活デザイン科の計３

の小学科、また、市町村立高校の全日制に、食物調理科があり、市町村立高校も含

めて４校に配置しています。

家庭科配置校においては、本道の生活産業等を取り巻く諸課題に対応し、多様な

消費者のニーズに応えることのできる人材を育成する必要があり、産業社会の動向

や地域・生徒の実態等を踏まえ、適切な配置となるよう検討します。

イ 看護に関する学科

看護に関する学科は、道立高校２校に小学科として、衛生看護科を配置していま

す。
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看護に関する学科では、５年一貫教育のもと、衛生看護科を卒業した生徒の大部

分は、専攻科看護科に進学し、看護師国家試験の合格を目指しています。

看護科配置校においては、健康の保持増進に寄与する能力と態度を育み、地域社

会の医療を支える人材を育成する必要があることから、現状の配置を基本とします。

ウ 福祉に関する学科

福祉に関する学科は、道立高校１校に小学科として、福祉科を配置しています。

福祉に関する学科では、多くの生徒が介護福祉士の資格を取得し、福祉関係の事

業所等に就職するほか、福祉について学んだことを生かし、社会福祉、看護、保育

系などの上級学校に進学しています。

福祉科配置校においては、社会福祉の増進に寄与する能力と態度を育み、地域の

福祉を支える人材を育成する必要があることから、現状の配置を基本とします。

３ 地域とつながる高校づくり

広域分散型の本道において、人口減少が急激に進む中、地域の教育機能の維持向上を

図ることが求められており、高校においては、生徒が、家庭・地域における多様な活動

や企業等と連携した活動を通じて獲得した経験を学校における学習活動の中で生かして

いくことで、より豊かな学びにつながるよう、地域の教育資源を積極的に活用し、地域

に根ざした教育活動を推進することが大切です。

また、地域においては、次代の郷土をつくる人材の育成や、学校を核としたまちづく

りを目指し、地域社会の活性化に取り組んでいます。学校においては、地域の人々と目

標やビジョンを共有し、地域と一体となって子どもたちを育む「地域とともにある学校」

に向けた取組を進めており、こうした中、地域連携特例校をはじめ、道内のすべての高

校において、これまで以上に、地域とつながる高校づくりに取り組む必要があります。

(1) 地域連携特例校

地域の教育機能の維持向上の観点や高校が地域で果たしている役割等を踏まえ、第

１学年１学級の高校のうち、地理的状況等から再編が困難であり、かつ地元からの進

学率が高い高校（旧指針における地域キャンパス校）は、地域連携特例校（以下「特

例校」という。）に位置付け、地域連携協力校（以下「協力校」という。）等との連携

した教育活動などにより、教育環境の充実を図ります。

また、少人数であっても、生徒の学習ニーズに対応した教育課程の編成を工夫する

とともに、他校との積極的な交流を通じて、可能な限り切磋琢磨できる環境を整備し

ます。



*31 保護者や地域住民が一定の権限と責任を持って公立学校の運営に参画することを可能とする制度
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ア 地域連携協力校との連携

特例校と協力校は、協力校からの出張授業や遠隔授業など、授業に関する連携の

ほか、合同の学校行事や部活動、生徒会交流などの授業以外の教育活動や教職員の

研修などにも連携して取り組みます。

なお、具体的な連携の在り方については、両校による連携委員会で協議します。

イ 地域連携協力校以外の高校との連携

特例校間で、遠隔授業を実施するほか、遠隔システムを活用した生徒会交流や教

職員の合同研修などに取り組むことを検討します。

なお、協力校以外の高校との間においても、様々な連携した教育活動を推進する

とともに、都市部の規模の大きな高校から遠隔システムによる進路希望に応じた授

業等の実施について検討します。

ウ 地域と連携した取組

特例校では、学校と地域の連携・協働をより一層推進するため、市町村、小・中

学校、地元企業、協力校、教育局などで構成する組織等の設置や、コミュニティ・

スクール（学校運営協議会制度）*31の活用を検討します。

また、こうした組織の支援等のもと、地域の様々な教育資源を積極的に活用して、

生徒の社会に参画する意欲を育んだり、地域の担い手としての自覚を高めたりする

ような教育活動を推進するなど、学校と地域が連携した高校の魅力化や特色づくり

などを進めます。

地域連携特例校

・協力校からの出張授業や遠隔授業
・他の特例校からの遠隔授業
・近隣校と学校行事の合同実施

市町村

●生徒の就職先の確保
●高校への支援
●地域の産業人材の活用

等

●地域連携特例校間の遠隔
授業

●遠隔システムを活用した
交流

等

●教育課程や地域との連携
の充実に向けた指導助言

他の地域連携特例校等

これからの地域連携特例校の姿

小・中学校

●ふるさとキャリア教育の成
果を踏まえたキャリア教育の
推進

等

※ 将来、地域連携特例校
で学びたいと思う児童生
徒の育成

地域連携協力校

●出張授業や遠隔授業による授業支援
●生徒会交流や教職員の合同研修

関係教育局

地域
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(2) 地域と密接に結び付いた取組の推進

ア 他校種等との連携

市町村や地域の関係団体等のほか、小学校や中学校などの他校種との連携による、

地域の特性や教育資源を生かしたキャリア教育などの取組や、道立学校間で相互に

教員を派遣して授業等を行い、教育課程の充実を図る道立学校間連携の取組など、

他校種等と連携した取組を推進します。

イ 学校運営の改善に向けた地域住民の参画

高校における社会に開かれた教育課程の実現に向け、地域住民や保護者等と教育

理念や学校課題を共有し、学校運営への支援や教育活動への参画・協力を目的とす

る既存の機会を拡充するとともに、地域と連携・協働し、地域の実情を踏まえた特

色ある学校づくりを行うことができるよう、コミュニティ・スクール（学校運営協

議会制度）の導入を進めます。
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（平成２９年５月１日現在）

学級数

学区

空知南 4 4 1 1 1 1 34

空知北 2 1 3 1 1 1 30

石　狩 4 5 3 31 1 324

後　志 4 1 1 3 2 33

胆振西 2 1 1 3 2 1 35

胆振東 3 2 2 1 2 32

日　高 2 2 1 1 15

渡　島 5 2 3 4 2 1 54

檜　山 2 2 8

上川南 3 3 3 3 4 67

上川北 4 1 2 15

留　萌 2 3 1 12

宗　谷 2 3 1 13

ｵﾎｰﾂｸ中 6 1 3 2 33

ｵﾎｰﾂｸ東 2 1 1 1 13

ｵﾎｰﾂｸ西 2 1 2 14

十　勝 2 8 5 2 2 62

釧　路 2 4 1 1 1 4 46

根　室 1 2 1 2 21

学校数 50 38 13 36 12 25 11 32 1 218

学校規模
の割合

0.5%

※学級数は、第１学年の学級数。中等教育学校を含み、募集停止校６校を除く。

計

46.3% 53.2%

公立高等学校の規模別状況等一覧表（全日制課程）

１学級 ２学級 ３学級 ４学級 ５学級 ６学級 ７学級 ８学級 ９学級
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Ⅱ 集計結果

１ 調査対象毎の集計結果
各対象ごとに回答の割合の高かった上位３つを記載（調査項目の(5),(6),(9),(11),(14)は記載省略）。

中学生 % 高校生 % 小学生 % 中学生 % 高校生 %

① 自分の学力 68.4 自分の学力 54.8 卒業後の進路 70.3 子どもの学力 64.5 卒業後の進路 58.4

② 卒業後の進路 48.2 卒業後の進路 41.3 子どもの学力 64.1 卒業後の進路 64.2 子どもの学力 54.3

③ 学科 36.3 通学時間 37.6 学科 44.5 通学時間 40.5 通学時間 40.7

中学生 % 高校生 % 小学生 % 中学生 % 高校生 %

① 普通科 58.9 普通科 47.2 普通科 55.2

② 職業学科 15.9 総合学科 22.6 総合学科 18.5

③ わからない 10.1 職業学科 13.1 職業学科 14.0

中学生 % 高校生 % 小学生 % 中学生 % 高校生 %

① 自宅の近く 45.3
多少遠くても
自宅から通学

39.2 自宅の近く 46.8

②
多少遠くても
自宅から通学

38.1
下宿をしてで
も希望の高校

29.6
多少遠くても
自宅から通学

37.1

③
下宿をしてで
も希望の高校

11.3 自宅の近く 29.1
下宿をしてで
も希望の高校

13.4

中学生 % 高校生 % 小学生 % 中学生 % 高校生 %

① 大学・短大等 46.6 大学・短大等 50.0 大学・短大等 61.4 大学・短大等 51.7 大学・短大等 52.0

② 専門学校 19.3 就職 21.3 わからない 16.8 わからない 16.8 就職 20.1

③ わからない 17.9 専門学校 18.2 専門学校 9.0 専門学校 14.4 専門学校 16.3

中学生 % 高校生 % 小学生 % 中学生 % 高校生 %

① スポーツ・健康 36.0 人文科学等 31.4 外国語等 66.1 外国語等 62.8 外国語等 65.1 外国語等 57.7

② 自然科学 31.0 外国語等 28.9 情報・通信 48.4 情報・通信 52.5 情報・通信 49.6 地域学習 43.7

③ 人文科学等 29.9 スポーツ・健康 28.1 人文科学等 30.5 人文科学等 25.7 人文科学等 24.0 情報・通信 42.3

中学生 % 高校生 % 小学生 % 中学生 % 高校生 %

① 幅広く学習 53.6
進路希望にあ
わせて学習

56.4
進路希望にあ
わせて学習

68.3 幅広く学習 69.1 幅広く学習 65.9
進路希望にあ
わせて学習

57.7

②
進路希望にあ
わせて学習

49.0 幅広く学習 54.2 幅広く学習 64.6
進路希望にあ
わせて学習

64.2
進路希望にあ
わせて学習

60.9 幅広く学習 45.1

③
学習時間が選
択可能

25.9
学習時間が選
択可能

19.9 ＩＣＴの活用 23.8 中高一貫 20.4 ＩＣＴの活用 23.7 ＩＣＴの活用 42.3

生徒 保護者 インターネット
教育モニター

(8) 希望する学習のしくみ

生徒 保護者 インターネット
教育モニター

%

%

(１)　高校を選ぶ基準

生徒 保護者 インターネット
教育モニター

%

(2) 希望する高校の学科

生徒 保護者 インターネット
教育モニター

%

(3) 志望校を決める際の通学条件

生徒 保護者 インターネット
教育モニター

%

(4) 高校卒業後の進路

生徒 保護者 インターネット
教育モニター

%

(7) 希望する学習分野
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中学生 % 高校生 % 小学生 % 中学生 % 高校生 %

① 多様化の推進 58.2 多様化の推進 61.0 多様化の推進 58.8 力量ある教員採用 52.1

② 力量ある教員採用 55.0 力量ある教員採用 52.3 力量ある教員採用 51.7 多様化の推進 47.9

③ 教員の資質向上 47.4 教員の資質向上 47.5 教員の資質向上 46.9 教員の資質向上 43.7
※「多様化の推進」は、「生徒の個性を生かし豊かな教育活動を実践する高校の個性化・多様化の推進」を略したもの

中学生 % 高校生 % 小学生 % 中学生 % 高校生 %

① 全日制 88.3 全日制 94.5 全日制 96.6 全日制 97.3 全日制 96.7

② 未定 5.2 定時制 3.5 未定 2.1 未定 1.3 定時制 2.6

③ わからない 3.3 通信制 1.8 わからない 0.4 定時制 0.4 通信制 0.5

中学生 % 高校生 % 小学生 % 中学生 % 高校生 %

①
働きながら学
べる

36.9
働きながら学
べる

24.8 － 0.0
働きながら学
べる

22.5
生活ｽﾀｲﾙにあっ
た時間に学べる 29.2

②
生活ｽﾀｲﾙにあっ
た時間に学べる 22.6

生活ｽﾀｲﾙにあっ
た時間に学べる 21.6 － 0.0

生活ｽﾀｲﾙにあっ
た時間に学べる 17.5

働きながら学
べる

16.2

③
自分の学力に
あっている

7.2 その他 12.9 － 0.0
経済的負担が
少ない

12.5
子どもの学力
にあっている

16.2

中学生 % 高校生 % 小学生 % 中学生 % 高校生 %

① 基礎的な学習 54.1 基礎的な学習 50.1

② 進学対応 50.4 進学対応 47.2

③ 科目自由選択 34.9 実践的な教育 46.2

中学生 % 高校生 % 小学生 % 中学生 % 高校生 %

① 専門的知識等 63.5 専門的知識等 63.5

② 実践的な教育 58.0 実践的な教育 50.0

③ 科目自由選択 24.5 企業実習等 31.2

中学生 % 高校生 % 小学生 % 中学生 % 高校生 %

① 科目自由選択 48.3

② 実践的な教育 44.1

③ 基礎的な学習 40.1

中学生 % 高校生 % 小学生 % 中学生 % 高校生 %

① 問題解決力 60.6

② 倫理観等 43.7

③ 基礎的知識 35.2

%

(17) 在籍している高校に望むこと（総合学科）

生徒 保護者 インターネット
教育モニター

%

(18) 身に付けて欲しい資質や能力

生徒

%

(10) 高校教育の取り組むべき課題

生徒 保護者 インターネット
教育モニター

%

(12) 進学したい高校の課程

生徒 保護者 インターネット
教育モニター

%

(13) 定時制や通信制に進学したい理由

生徒 保護者 インターネット
教育モニター

保護者 インターネット
教育モニター

%

(15) 在籍している高校に望むこと（普通科等）

生徒 保護者 インターネット
教育モニター

%

(16) 在籍している高校に望むこと（職業科）

生徒 保護者 インターネット
教育モニター
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※ 平成17年度調査との比較

太枠部分は、前回と比較して、５ポイント以上増減があった主な選択肢（調査項目(5)～(6)、(８)～(18)は記載省略）。

（１）　高校を選ぶ基準

今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減

学科 36.3% 38.1% -1.8% 28.4% 27.4% 1.0% 44.5% － － 37.4% 43.6% -6.2% 34.2% 37.1% -2.9%

学校行事や部活動 33.4% 33.5% -0.1% 27.3% 22.5% 4.8% 18.6% － － 16.8% 10.9% 5.9% 19.6% 13.6% 6.0%

通学時間 32.2% 29.9% 2.3% 37.6% 42.9% -5.3% 31.4% － － 40.5% 36.2% 4.3% 40.7% 42.4% -1.7%

学力 68.4% 63.0% 5.4% 54.8% 60.2% -5.4% 64.1% － － 64.5% 63.0% 1.5% 54.3% 57.2% -2.9%

資格の取得 9.1% 14.2% -5.1% 13.4% 17.3% -3.9% 9.3% － － 9.8% 16.5% -6.7% 15.5% 18.7% -3.2%

（２）　希望する高校の学科

今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減

普通科 58.9% 54.9% 4.0% 47.2% － － 55.2% 49.6% 5.6%

職業学科 15.9% 21.4% -5.5% 13.1% － － 14.0% 21.1% -7.1%

専門学科 7.0% 6.8% 0.2% 5.7% － － 4.1% 2.8% 1.3%

総合学科 7.0% 9.5% -2.5% 22.6% － － 18.5% 21.2% -2.7%

（３）　志望校を決める際の通学条件

今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減

自宅の近く 45.3% 50.1% -4.8% 29.1% － － 46.8% 52.1% -5.3%

多少遠くても自宅から通学 38.1% 28.7% 9.4% 39.2% － － 37.1% 31.0% 6.1%

下宿をしてでも希望の高校 11.3% 15.6% -4.3% 29.6% － － 13.4% 14.5% -1.1%

（４）　高校卒業後の進路

今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減

大学・短大等 46.6% 32.9% 13.7% 50.0% 46.5% 3.5% 61.4% － － 51.7% 36.1% 15.6% 52.0% 47.0% 5.0%

専門学校 19.3% 26.0% -6.7% 18.2% 21.8% -3.6% 9.0% － － 14.4% 20.4% -6.0% 16.3% 20.1% -3.8%

就職 14.3% 20.3% -6.0% 21.3% 19.7% 1.6% 6.0% － － 12.7% 20.0% -7.3% 20.1% 19.1% 1.0%

（７）　希望する学習分野

今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減 今回 前回 増減

外国語等 26.9% 23.2% 3.7% 28.9% 28.3% 0.6% 66.1% － － 62.8% 50.3% 12.5% 65.1% 53.6% 11.5% 57.7% 49.9% 7.8%

情報・通信 27.8% 35.1% -7.3% 26.9% 38.4% -11.5% 48.4% － － 52.5% 56.5% -4.0% 49.6% 47.3% 2.3% 42.3% 35.6% 6.7%

福祉 10.9% 17.9% -7.0% 12.5% 21.3% -8.8% 10.6% － － 14.0% 30.2% -16.2% 18.9% 28.0% -9.1% 14.1% 28.8% -14.7%

看護・医療 20.0% 12.6% 7.4% 20.6% 12.2% 8.4% 14.3% － － 22.5% 14.2% 8.3% 14.2% 8.3% 5.9% 1.4% 6.8% -5.4%

高校生小学生 中学生

保護者 インターネット
教育モニター中学生 高校生 小学生 中学生 高校生

生徒 保護者 インターネット
教育モニター中学生 高校生

インターネット
教育モニター中学生 高校生 小学生 中学生 高校生

生徒

インターネット
教育モニター

インターネット
教育モニター中学生 高校生 小学生 中学生 高校生

生徒 保護者

中学生 高校生 小学生

生徒 保護者

中学生 高校生

生徒 保護者
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北海道教育推進会議高等学校専門部会名簿

氏 名 所 属 等 備 考

青 柳 荘 平 新ひだか町立静内中学校 校長 （～H29.5.1）

石 田 政 充 美深町教育委員会 教育長

犬 嶋 ユカリ 株式会社井上技研 専務取締役

蝦 名 竜 次 寿都町立寿都小学校ＰＴＡ 会長

小 澤 洋 一 留萌市立港南中学校 校長 （H29.6.1～）

片 岡 晃 北海道恵庭北高等学校 校長

鎌 田 英 暢 石狩市教育委員会 教育長 （～H29.11.30）

北 村 貴 株式会社グロッシー 代表取締役

工 藤 昇 上ノ国町 町長

佐 藤 博 明 北海道千歳リハビリテーション学院 顧問

篠 原 岳 司 北海道大学大学院教育学研究院 准教授

星 野 尚 夫 株式会社札幌振興公社 代表取締役社長 （～H29.11.30）

森 政 徒 北海道ＰＴＡ連合会 副会長 （～H29.11.30）

山 崎 省 一 北海高等学校 校長

山 本 美 加 北海道札幌北陵高等学校ＰＴＡ 会長

山 谷 陽 子 札幌市立山の手小学校 校長

※職名等は、委員就任時現在
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北海道教育推進会議高等学校専門部会 検討経過

専門部会 日 程 検 討 ・ 協 議 事 項 等

第１回 平成28年12月21日 高等学校専門部会の設置について

「新たな高校教育に関する指針」検証結果報告書について

高校教育に関する意向調査について

高等学校専門部会の審議内容について

今後のスケジュール（案）について

第２回 平成29年２月20日 高校教育に関する意向調査について

高校教育全般について

職業教育について(経済社会の発展に寄与する人材を育む高校づくりについて)

第３回 平成29年３月21日 「地域とつながる高校づくり」について

・地域キャンパス校

・コミュニティ・スクール

・道立高校の市町村への移管

「活力と魅力のある高校づくり」について

・特別支援教育への対応

・通学区域と入学者選抜の改善

・生徒の修学に対する支援

第４回 平成29年５月24日 「活力と魅力のある高校づくり」について

・生徒の修学に対する支援

・総合学科

・単位制

・フィールド制

・中高一貫教育

・理数科、体育科及び外国語科

・定時制、通信制

高校教育に関する意向調査結果について

第５回 平成29年６月14日 これまでの審議内容等について

新しい指針の構成について

第６回 平成29年７月13日 「（仮称）これからの高校づくりに関する指針」骨子案に

ついて

第７回 平成29年９月20日 これからの高校づくりに関する指針（素案）について

第８回 平成29年11月28日 これからの高校づくりに関する指針（素案）に対する意見

等について

第９回 平成30年３月19日 これからの高校づくりに関する指針（案）について




